
Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 976 4,732 2,259 1,376 合計 2,259,160 円
旅費 1,660 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 2,257,500 円

一般財源 976 4,732 2,259 1,376

職員人件費　② 1,795 1,768 1,753 1,832

総事業費（①＋②） 2,771 6,500 4,012 3,208

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

６

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 都市環境

基本施

　

策 市街地・住環境
施策

刈

体系
施策の内容 計画的

谷

な土地利用

目
　
　
　
的

市

　都市計画基礎調査は

事

、都市計画法第6条に

務

基

主
た
る
内
容

○愛知県

事

都市計画基礎調査要綱

業

に規定された
づき都市

評

計画区域について、お

価

おむね五年ご 調査項目

シ

とに調査を行い、人口

ー

、産業、土地利用、交

ト

・調査区
通量などの現

（

状及び将来の見通しを

様

定期的に ・人口規模
把

式

握する。 ・土地利用
・

１

建築物の用途、構造、

）

建築面積及び面積
・宅

会

地開発の状況及び建築

計

の動態

位
置
づ
け

関連計

名

画 都市計画マスタープ

担

ラン

根拠法令 都市計画

当

法

対象者 対象者を限定

部

せず 事業期間 昭和４８

都

年度 ～

実施方法 ■直営

市

　■委託　□指定管理

整

　□補助・助成　□そ

備

の他

部

一般会計
都市計

Ｂ
　
事
　
業
　

画

実
　
績

２３年度実績 ２

基

４年度実績 ２５年度実

礎

績 ２６年度計画

・調査

調

区（調査ゾーン）設定

査

・建物利用現況調査 ・

事

土地利用現況（土地利

業

用別 ・宅地開発状況調

担

査
・人口及び世帯規模

当

調査 ・地区別新築状況

課

調査 面積）調査 ・市街

ま

化調整区域内開発状況

ち

調査

　市街化区域及び

づ

市街化想定区域の土地

く

利用現況を把握するこ

り

とができた。

成果

(で

推

きたこと)

　本市の現

進

状などを調査した都市

課

計画基礎調査は、まち

款

づくりの検討に活用し

項

ていく必要がある。
課

目

題

(できなか 

 った

担

こと)

指標名称（単位

当

）
実績値 目標値

２３年

係

度 ２４年度 ２５年度 ２

土

６年度 ２８年度

活動 調

地

査進捗率（％）（調査

利

期間：平成23年度～

用

平成26 29 57 71

計

100 ―
指標 年度）

指

画

標
　県内市町村は、愛

係

知県都市計画基礎調査

8

要綱に規定された同一

4

の調査項目を調査して

1

いる。
他市との
比較検証



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　都市計画法第6条

平

第1項に基づき、都市

成

計画に関する基礎
・法

２

的業務
高い

調査として

６

実施している。
必要性

年

・市民ニーズ、社会需

度

要
・市民生活上必要で

　

ある　など

　都市計画

刈

法第6条第1項に基づ

谷

き、人口規模、産業分

市

類別
・コストの節減、

事

費用対効果
普通

の職業

務

人口規模、市街地の面

事

積、土地利用、交通量

業

、その
効率性 ・執行体

評

制の効率性 他の事項に

価

関する現況及び将来の

シ

見通しについての調査

ー

を
・手段の最適性　な

ト

ど 、概ね5年ごとに行

（

っている。

　都市計画

様

法第6条第3項に基づ

式

き、必要に応じた調査

２

内容
・市が主体となっ

）

て実施する
高い

につい

会

て、県より依頼されて

計

実施している。
妥当性

名

　べき事業であるか
・

担

総合計画との整合性　

当

など

　都市計画基礎調

部

査を活用し、まちづく

都

りの検討材料とす

施策

市

への ・施策への貢献度

整

普通
ることは、施策へ

備

の貢献がある。
・目標

部

達成度
貢献度 ・市民サ

一

ービスへの効果　など

般

今後の方向性 □拡充　

会

■現状維持　□改善・

計

効率化　□縮小　□終

都

期設定　□休止・廃止

市

　都市計画基礎調査で

計

把握した本市の現状や

画

動向を、まちづくりの

基

検討に活用していく。

礎調査事

Ｃ
 
　
Ｈ
 

業

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

担

∧
　
評
　
価
　
∨

当課 まちづくり推進課

款 項 目 担当係 土地利用計画係

8 4 1



 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 まちづくり活動地区数（地区） 1 2 2 2 3
指標
成果 東境地区まちづくりアンケート調査の平均満足度（ 65.6 ― 67.6 ― 70.0
指標 ％）

・碧海5市においては、刈谷市のみ実施している。
他市との ・西三河9市では、刈谷市の他に豊田市（5地区）が実施している。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 2,048 2,048 3,200 合計 2,047,500 円
委託料 2,047,500 円

財
　
源

特定財源 0 1,000 1,000 1,000

一般財源 0 1,048 1,048 2,200

職員人件費　② 0 4,244 3,507 3,664

総事業費（①＋②） 0 6,292 5,555 6,864

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 社会資本整備総合交付金(国)

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

６

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 都市環境

基本施

　

策 市街地・住環境
施策

刈

体系
施策の内容 市街地

谷

の整備・改善

目
　
　
　

市

的

　都市防災の観点か

事

ら、住民参加による密

務

集

主
た
る
内
容

○まちづ

事

くり住民会議運営委託

業

市街地解消に向けた検

評

討を行い、安全で快適

価

なまちづくりを推進す

シ

る。
　

位
置
づ
け

関連計

ー

画 都市計画マスタープ

ト

ラン、住宅マスタープ

（

ラン

根拠法令

対象者 市

様

民 事業期間 平成２４年

式

度 ～ 平成２７年度

実施

１

方法 ■直営　■委託　

）

□指定管理　□補助・

会

助成　□その他

計名 担当部 都市整

Ｂ

備

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

部

年度実績 ２４年度実績

一

２５年度実績 ２６年度

般

計画

 東境（児山・高

会

山）地区にて 東境（児

計

山・高山）地区にて ・

密

新重点密集市街地の設

集

定基
 実施 実施 　準に

市

よる危険度判定調査の

街

 ・地区説明会を2回

地

開催 ・まちづくり計画

調

図の作成 　実施
 ・ま

査

ちづくり勉強会を7回

事

開催・まちづくりルー

業

ル案の作成 ・調査後、

担

危険地区の選定
　　　

当

―――――――　　　

課

・まちづくり講演会を

ま

1回開催・地区住民の

ち

意向をアンケー ・東境

づ

地区のまちづくりルー

く

・活動内容を地区住民

り

に周知 　トにて把握 　

推

ル案を基に実現に向け

進

た整
・まちづくりだよ

課

りを5回発行・アンケ

款

ート結果を地区住民 　

項

備手法の検討
　に周知

目

　まちづくり勉強会の

担

活動により、まちづく

当

り計画図及びまちづく

係

りルール案を作成し、

ま

まちの問題・課題の共

ち

有化を図

成果 り、災害

な

に強いまちづくりに向

か

けた市民の意識の醸成

活

を促進することができ

性

た。

(できたこと)

　

化

勉強会により作成した

係

まちづくりルール案を

8

基に、地区住民と密集

4

市街地解消に向けた合

1

意形成を図る必要がある。
課題

(できなか 



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　道路幅員が狭く、

平

防災安全面や生活環境

成

面で多くの課題
・法的

２

業務
高い

を抱える密集

６

市街地の住環境整備は

年

、地区や住民にとって

度

必要性 ・市民ニーズ、

　

社会需要 喫緊の課題で

刈

あり、その必要性は高

谷

い。
・市民生活上必要

市

である　など

　早期に

事

地元との合意形成を求

務

められる中で、計画的

事

な地
・コストの節減、

業

費用対効果
普通

元調整

評

を図る必要がある。
効

価

率性 ・執行体制の効率

シ

性
・手段の最適性　な

ー

ど

　市民が主体となり

ト

、安全で良好な住環境

（

整備を推進する
・市が

様

主体となって実施する

式

普通
必要性が高い事業

２

であり、円滑な事業推

）

進を図るためには
妥当

会

性 　べき事業であるか

計

、専門知識や情報提供

名

など、市の関与も必要

担

である。
・総合計画と

当

の整合性　など

　住民

部

意識の向上に寄与して

都

おり、安心で良好な住

市

環境の

施策への ・施策

整

への貢献度
高い

形成に

備

貢献するものである。

部

・目標達成度
貢献度 ・

一

市民サービスへの効果

般

　など

今後の方向性 ■

会

拡充　□現状維持　□

計

改善・効率化　□縮小

密

　□終期設定　□休止

集

・廃止

・まちづくりル

市

ール案を基に密集市街

街

地解消の実現に向けて

地

、狭あい道路を拡幅す

調

るなどの整備手法を検

査

討し、安全
　で良好な

事

住環境の整備を目指す

業

。
・災害時において、

担

甚大な被害を及ぼす恐

当

れのある地区の選定を

課

行い、災害に備えたま

ま

ちづくりの必要性につ

ち

いて、
　勉強会などを

づ

開催し、市民の防災意

く

識を高める。

り推進課

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

款

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

項

価
　
∨

目 担当係 まちなか活性化係

8 4 1



針検討や整備課題を整理することができた。

《依佐美地区》関係機関等との協議調整、関係権利者の合意形成を図るため、事業規模及び地区の整備方針等を検討する
課題

必要がある。
(できなか 

《小垣江町北部地区》関係機関等との協議調整、関係権利者の合意形成を図るため、地区の課題に対する対策等を検討す
 ったこと)

る必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 刈谷市人口（人） 145,970 146,690 147,365 153,000 155,000
指標 （実績値は各年度末現在）
成果 製造品出荷額等（億円）（※平成25年度実績は平成 14,220 15,189 ― 17,000 17,300
指標 27年2月頃確定予定）

　刈谷市独自の事業である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 6,290 11,400 合計 6,289,500 円
委託料 6,289,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 6,290 11,400

職員人件費　

Ｄ

② 0 0 4,909 5,

　

129

総事業費（①＋

　

②） 0 0 11,199

　

16,529

建
設
事
業

Ｏ

全体事業費（単位：千

　

円） 0 ２５年度特定財

　

源名称

２５年度迄の累

∧

積事業費 0

２７年度以

　

降の事業費見込 0

　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

６

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 都市環境

基本施策

　

市街地・住環境
施策体

刈

系
施策の内容 計画的な

谷

土地利用

目
　
　
　
的

　

市

都市計画マスタープラ

事

ンに拡大市街地とし

主

務

た
る
内
容

○整備手法検

事

討調査
て位置づけた地

業

区において、住工混在

評

地区の ○自然環境調査

価

工場移転や新規産業立

シ

地のため工業系新市街

ー

○土地利用履歴調査
地

ト

を創出する。また、増

（

加する人口の定住化 ○

様

企業需要調査　
を促進

式

するため住居系新市街

１

地を創出する。
　　 

）

位
置
づ
け

関連計画 都市

会

計画マスタープラン

根

計

拠法令 都市計画法

対象

名

者 地元関係者、関係権

担

利者 事業期間 平成２２

当

年度 ～

実施方法 ■直営

部

　■委託　□指定管理

都

　□補助・助成　□そ

市

の他

整備部

一般会計
拡

Ｂ
　
事
　
業
　

大

実
　
績

２３年度実績 ２

市

４年度実績 ２５年度実

街

績 ２６年度計画

　　　

地

――――――― 　　　

整

――――――― (住居

備

系拡大市街地整備事業

事

、《依佐美地区》
(市

業

街地整備促進事業で実

担

施) (住居系拡大市街

当

地整備事業に工業系拡

課

大市街地整備事業を ・

ま

事業計画素案作成
≪依

ち

佐美地区≫ て実施) 統

づ

合) 《小垣江町北部地

く

区》
・新市街地拡大に

り

向けての事 《依佐美地

推

区》 《依佐美地区》 ・

進

事業化検討調査
業手法

課

の検討 ・事業手法、合

款

意形成方法検 ・自然環

項

境調査
　討 ・土地履歴

目

利用調査
《小垣江町北

担

部地区》 ・企業需要調

当

査
・関係権利者へのア

係

ンケート 《小垣江町北

土

部地区》
　調査実施 ・

地

整備手法検討調査

《依

利

佐美地区》当面必要な

用

事業規模の設定に必要

計

となる工業用地需要と

画

事業費への影響に係る

係

自然環境等を調査する

8

こと

成果 ができた。

(

4

できたこと) 《小垣江

1

町北部地区》関係地権者へのアンケート調査結果を踏まえ、整備方



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　今後も増加する人口

平

の定住化の促進や活発

成

な産業活動を
・法的業

２

務
高い

支えるために、

６

新市街地創出により生

年

み出される土地に対
必

度

要性 ・市民ニーズ、社

　

会需要 するニーズは高

刈

い。
・市民生活上必要

谷

である　など

　まちづ

市

くりの早期実現に向け

事

ては、権利者、関係者

務

と共
・コストの節減、

事

費用対効果
普通

に効率

業

的に進めることが必要

評

である。 
効率性 ・執

価

行体制の効率性
・手段

シ

の最適性　など

　第7

ー

次総合計画及び第3次

ト

都市計画マスタープラ

（

ンに位置
・市が主体と

様

なって実施する
高い

づ

式

けられた本市の目指す

２

べき都市構造を実現す

）

るための、
妥当性 　べ

会

き事業であるか 必要性

計

の高い事業である。ま

名

た、まちづくりを円滑

担

に進め
・総合計画との

当

整合性　など るには、

部

まちづくりの情報提供

都

や専門知識など市の主

市

体的
な関与が必要であ

整

る。
　目指すべきまち

備

づくりの方向性に合致

部

した事業計画を検

施策

一

への ・施策への貢献度

般

高い
討することは、施

会

策への貢献度が高い。

計

・目標達成度
貢献度 ・

拡

市民サービスへの効果

大

　など

今後の方向性 □

市

拡充　■現状維持　□

街

改善・効率化　□縮小

地

　□終期設定　□休止

整

・廃止

　本市が目指す

備

将来のまちづくりの方

事

向性を見据え、都市計

業

画の構想段階として新

担

市街地の創出の検討、

当

調査を行い
、関係権利

課

者との合意形成を図り

ま

ながら今後も進めてい

ち

く必要がある。 

づくり推

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

進

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

課

評
　
価
　
∨

款 項 目 担当係 土地利用計画係

8 4 1



においても法に基づく事後評価を実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 1,460 0 合計 1,459,500 円
委託料 1,459,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 1,460 0

職員人件費　② 0 0 2,104 0

総事業費（①＋②） 0 0 3,564 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

６

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 都市環境

基本施

　

策 市街地・住環境
施策

刈

体系
施策の内容 計画的

谷

な土地利用

目
　
　
　
的

市

  社会資本整備総合

事

交付金における刈谷駅

務

南

主
た
る
内
容

○都市再

事

生整備計画事業事後評

業

価の実施
地区整備計画

評

に位置づけられたエリ

価

アにおい ○今後のまち

シ

づくり方策の検討
て、

ー

整備計画の目標達成に

ト

むけた事後評価と
して

（

、事業効果を客観的に

様

検証し、結果を踏
まえ

式

効果を持続活用するよ

１

う今後のまちづく
りの

）

あり方を検討する。

位

会

置
づ
け

関連計画 都市計

計

画マスタープラン

根拠

名

法令 都市再生特別措置

担

法

対象者 対象者を限定

当

せず 事業期間 平成２５

部

年度 ～ 平成２６年度

実

都

施方法 ■直営　■委託

市

　□指定管理　□補助

整

・助成　□その他

備部

一般会計
都市再

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

生

３年度実績 ２４年度実

整

績 ２５年度実績 ２６年

備

度計画

　 　 ・事業効果

計

の客観的な検証評 ・推

画

計値で評価を実施した

検

指
　 　 価 標における確

討

定値の計測
　 　 ・持続

調

的な事業効果の確保に

査

　 　 向けたまちづくり

事

方策の検討
　　　――

業

――――― 　　　――

担

―――――

　関係各課

当

の担当者で構成した庁

課

内評価検討会や外部有

ま

識者で構成した評価委

ち

員会による検証及び住

づ

民意見の聴衆をする

成

く

果 ことにより、客観的

り

な検証をすることがで

推

きた。

(できたこと)

進

　検証結果を刈谷駅南

課

地区を含めた中心市街

款

地全体の今後まちづく

項

り方策の検討に活用し

目

ていく。
課題

(できな

担

か 

 ったこと)

指標

当

名称（単位）
実績値 目

係

標値

２３年度 ２４年度

総

２５年度 ２６年度 ２８

務

年度

活動 事後評価項目

係

検証達成率（％） ― ―

8

100 ― ―
指標
活動 庁

4

内検討会・評価委員会

1

の開催回数（回） ― ― 4 ― ―
指標

　各市町村



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　都市再生特別措置

平

法第47条の規定に基

成

づき実施している
・法

２

的業務
高い

。
必要性 ・

６

市民ニーズ、社会需要

年

・市民生活上必要であ

度

る　など

　関係各課の

　

担当者で構成した庁内

刈

検討会や外部有識者で

谷

・コストの節減、費用

市

対効果
高い

構成した外

事

部評価委員会を組織し

務

、意見を踏まえ業務を

事

実
効率性 ・執行体制の

業

効率性 施している。
・

評

手段の最適性　など

　

価

社会資本整備総合交付

シ

金における計画評価で

ー

あるため、
・市が主体

ト

となって実施する
高い

（

市が主体となって実施

様

する必要がある。
妥当

式

性 　べき事業であるか

２

・総合計画との整合性

）

　など

　都市再生整備

会

計画事業の効果を検証

計

し、今後のまちづく

施

名

策への ・施策への貢献

担

度
普通

りに活かしてい

当

くことは、施策への貢

部

献がある。
・目標達成

都

度
貢献度 ・市民サービ

市

スへの効果　など

今後

整

の方向性 □拡充　□現

備

状維持　□改善・効率

部

化　□縮小　□終期設

一

定　□休止・廃止

　都

般

市再生整備計画事業の

会

効果を持続活用し、さ

計

らに中心市街地全体へ

都

波及させるよう、今後

市

のまちづくり方策を検

再

討していく。

生整備計

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

画

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

検

価
　
∨

討調査事業
担当課 まちづくり推進課

款 項 目 担当係 総務係

8 4 1



がある。
課題

・引き続き関係部局との調整を図る必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 勉強会、懇談会の開催回数（回） 2 0 2 2 2
指標

指標
刈谷市独自の事業である。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,421 4,674 2,331 0 合計 2,331,000 円
委託料 2,331,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 8,421 4,674 2,331 0

職員人件費　② 9,332 5,305 2,805 0

総事業費（①＋②） 17,753 9,979 5,136 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

６

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 都市環境

基本施

　

策 市街地・住環境
施策

刈

体系
施策の内容 市街地

谷

の整備・改善

目
　
　
　

市

的

　中心市街地内の課

事

題地区を再整備し、活

務

性

主
た
る
内
容

○既成市

事

街地内の整序に向けて

業

、地元関係者
化と賑わ

評

いのあるまちづくりを

価

進める。 及び権利者と

シ

の合意形成を促進
○市

ー

街地整備計画案の作成

ト

位
置
づ
け

関連計画 都市

（

計画マスタープラン、

様

住宅マスタープラン、

式

中心市街地活性化基本

１

計画

根拠法令

対象者 地

）

元関係者、権利者 事業

会

期間 平成２２年度 ～ 平

計

成２５年度

実施方法 ■

名

直営　■委託　□指定

担

管理　□補助・助成　

当

□その他

部 都市整備部

一般

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

２３年度実

計

績 ２４年度実績 ２５年

市

度実績 ２６年度計画

・

街

再生に有効な具体的な

地

事業 ・銀座ＡＢ地区に

整

かかる施設 ・地権者へ

備

の事業説明と同意 ・｢

促

銀座ＡＢ地区整備事業

進

｣、
　手法等の検討 　

事

整備計画及び公共施設

業

整備 　の確認 　｢東陽

担

町地区優良建築物等　

当

・事業化に向けた権利

課

者の組 　計画の検討 ・

ま

公益施設の需要調査 　

ち

整備事業｣として実施

づ

　織づくりの検討 ・民

く

間活力による事業手法

り

の ・関係部局との調整

推

　検討 ・銀座ＡＢ地区

進

の事業範囲を
・商業事

課

業者への意向調査の 　

款

確定
　実施 ・銀座ＡＢ

項

地区公募型プロポ
・事

目

業提案公募条件及び公

担

募 　ーザルの募集要領

当

案策定
　要綱素案の作

係

成

・事業概要について

ま

、地権者と概ね同意を

ち

得ることができた。

成

な

果 ・公益施設の需要調

か

査及び関係部局との調

活

整を行い、必要な施設

性

を選定することができ

化

た。

(できたこと) ・

係

公募型プロポーザルの

8

募集要項案を策定した

4

。

・今後においても事

8

業推進のため、地元との合意形成を図る必要



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　有効高度利用によ

平

り供給される住宅によ

成

る、まちなか居
・法的

２

業務
高い

住のニーズは

６

高い。
必要性 ・市民ニ

年

ーズ、社会需要
・市民

度

生活上必要である　な

　

ど

　まちづくりの早期

刈

実現に向けては、権利

谷

者、関係者と共
・コス

市

トの節減、費用対効果

事

普通
に効率的に進める

務

ことが必要である。
効

事

率性 ・執行体制の効率

業

性
・手段の最適性　な

評

ど

　総合計画、都市計

価

画マスタープランに位

シ

置付けられた本
・市が

ー

主体となって実施する

ト

高い
市の目指すべき都

（

市構造を実現するため

様

に必要性の高い事
妥当

式

性 　べき事業であるか

２

業である。
・総合計画

）

との整合性　など 　ま

会

た、まちづくりを円滑

計

に進めるには、まちづ

名

くりの情
報提供や専門

担

知識など、市の主体的

当

な関与が必要である。

部

　本市の目指すべきま

都

ちづくりの方向性に合

市

致した事業計

施策への

整

・施策への貢献度
高い

備

画を検討することは施

部

策への貢献度が高い。

一

・目標達成度
貢献度 ・

般

市民サービスへの効果

会

　など

今後の方向性 □

計

拡充　□現状維持　□

市

改善・効率化　□縮小

街

　□終期設定　■休止

地

・廃止

　平成26年度

整

から銀座ＡＢ地区整備

備

事業及び東陽町地区優

促

良建築物等整備事業へ

進

移行し、本市が目指す

事

将来のまちづ
くりの方

業

向性を見据え、関係権

担

利者との合意形成を図

当

り、民間活力を活用し

課

た都市基盤の再生及び

ま

魅力ある土地利用
を推

ち

進する。

づくり

Ｃ

推

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

進

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

課

∨

款 項 目 担当係 まちなか活性化係

8 4 8



化

５年度 ２６年度 ２８年

係

度

成果 施行箇所の前面

8

道路における通行者数

4

（人／12時間 ― 4,

8

400 ― ― 5,900
指標 ）

指標
・刈谷市において、4地区目の実施となる。

他市との ・県内における事業完了地区数（平成26年3月31日現在）
比較検証 　刈谷市3　豊田市1　岡崎市1　東海市1　北名古屋市2　豊橋市7　名古屋市29　計7市44地区

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 76,400 147,200 合計 76,400,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 57,300 110,400 交付金 76,400,000 円

一般財源 0 0 19,100 36,800

職員人件費　② 0 0 2,104 1,832

総事業費（①＋②） 0 0 78,504 149,032

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 540,000 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 76,400 社会資本整備総合交付金
（国）、市街地再開発事業等

２７年度以降の事業費見込 316,400 補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

６

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

　

市環境

基本施策 市街地

刈

・住環境
施策体系

施策

谷

の内容 計画的な土地利

市

用

目
　
　
　
的

　市の玄

事

関口としてふさわしい

務

安全で快適な

主
た
る
内

事

容

○民間事業者が行う

業

優良建築物等に対する

評

ゆとりある駅前空間の

価

整備と、商業・業務施

シ

  補助
設と良好な市

ー

街地住宅を整備するこ

ト

とで、駅 　・補助内容

（

：共同施設整備費の2

様

/3
前の活気と賑わい

式

づくり、まちなか居住

１

の推 　・施行箇所：刈

）

谷市南桜町一丁目
進、

会

定住人口の増加を図る

計

。 　・事業区域面積：

名

約0.33ha
　・延

担

床面積：約19,60

当

0㎡
　・建物構造：Ｒ

部

Ｃ造　地上23階
　・

都

建物構成：商業・業務

市

（1階～4階）、
　　

整

住宅（5～23階）、

備

住宅戸数：129戸
　

部

・完成予定：平成28

一

年8月

位
置
づ
け

関連計

般

画 都市計画マスタープ

会

ラン、住宅マスタープ

計

ラン、中心市街地活性

南

化基本計画

根拠法令 刈

桜

谷市優良再開発型優良

町

建築物等整備事業補助

地

金交付要綱

対象者 事業

区

者 事業期間 平成２５年

優

度 ～ 平成２８年度

実施

良

方法 □直営　□委託　

建

□指定管理　■補助・

築

助成　□その他

物等整備事業
担当

Ｂ

課

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

ま

年度実績 ２４年度実績

ち

２５年度実績 ２６年度

づ

計画

　 　 調査設計、土

く

地整備、建築工 調査設

り

計、土地整備、建築工

推

　 　 事（共同施設）に

進

対し補助金 事（共同施

課

設）に対し補助金
　 　

款

を交付 を交付
　 　
　　

項

　――――――― 　　

目

　―――――――

　補

担

助金を交付し、建築工

当

事を順調に進捗させる

係

ことができた。

成果

(

ま

できたこと)

　関係機

ち

関との協議に時間を要

な

した。
課題

(できなか

か

 

 ったこと)

指標名

活

称（単位）
実績値 目標

性

値

２３年度 ２４年度 ２



係

8 4 8

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　有効

平

高度利用により供給さ

成

れる住宅による、まち

２

なか居
・法的業務

高い

６

住のニーズは高い。
必

年

要性 ・市民ニーズ、社

度

会需要
・市民生活上必

　

要である　など

　まち

刈

づくりの早期実現に向

谷

けては、権利者、関係

市

者と共
・コストの節減

事

、費用対効果
普通

に効

務

率的に進めることが必

事

要である。
効率性 ・執

業

行体制の効率性
・手段

評

の最適性　など

　総合

価

計画、都市計画マスタ

シ

ープランに位置付けら

ー

れた本
・市が主体とな

ト

って実施する
高い

市の

（

目指すべき都市構造を

様

実現するために必要性

式

の高い事
妥当性 　べき

２

事業であるか 業である

）

。また、まちづくりを

会

円滑に進めるには、ま

計

ちづ
・総合計画との整

名

合性　など くりの情報

担

提供や専門知識など、

当

市の主体的な関与が必

部

要
である。
　本市の目

都

指すべきまちづくりの

市

方向性に合致した事業

整

計

施策への ・施策への

備

貢献度
高い

画を検討す

部

ることは施策への貢献

一

度が高い。
・目標達成

般

度
貢献度 ・市民サービ

会

スへの効果　など

今後

計

の方向性 □拡充　■現

南

状維持　□改善・効率

桜

化　□縮小　□終期設

町

定　□休止・廃止

　本

地

市が目指す将来のまち

区

づくりの方向性を見据

優

え、市の玄関口として

良

ふさわしい安全で快適

建

なゆとりある駅前空間

築

に、良好な市街地住宅

物

を整備することで、駅

等

前の活気と賑わいを作

整

り、まちなか居住の推

備

進と定住人口の増加を

事

図る
。

業
担当

Ｃ
 

課

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

ま

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

ちづくり推進課

款 項 目 担当係 まちなか活性化



性

地活性化基本計画に位

化

置づけられたエリアに

係

おいて、ソフト事業を

7

中心に各種事業を実施

1

し、賑わい作りに貢

成

1

果 献した。

(できたこと) 　

　まちの様々な主体が、まちづくりに関心を持ち自主的な活動を展開するために、自立した組織および人材の育成が課題
課題

である。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 賑わい作りを担うワークショップ等参加者（人） 1,703 1,750 1,690 1,750 1,800
指標

 
指標

　活性化イベントを中心とした市民団体等への応募型の補助は全国の自治体で実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,809 1,892 1,541 1,400 合計 1,541,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,541,000 円

一般財源 1,809 1,892 1,541 1,400

職員人件費　② 5,743 5,659 3,507 2,931

総事業費（①＋②） 7,552 7,551 5,048 4,331

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　

６

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

　

都市環境

基本施策 市街

刈

地・住環境
施策体系

施

谷

策の内容 市街地の整備

市

・改善

目
　
　
　
的

　中

事

心市街地を活力と魅力

務

あふれるまちとす

主
た

事

る
内
容

○中心市街地に

業

おいて、市と協働して

評

取り組
るため、中心市

価

街地活性化推進事業に

シ

対し支 む活性化事業（

ー

ワークショップ運営・

ト

賑わい
援を行い、中心

（

市街地の活性化を推進

様

する。 創出事業など）

式

に係る費用として、そ

１

の担い
手となる推進団

）

体に対する補助

位
置
づ

会

け

関連計画 刈谷市中心

計

市街地活性化基本計画

名

根拠法令 中心市街地の

担

活性化に関する法律

対

当

象者 商工会議所ほか 事

部

業期間 平成１６年度 ～

都

実施方法 ■直営　□委

市

託　□指定管理　■補

整

助・助成　□その他

備部

一般会計
中心市

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

街

２３年度実績 ２４年度

地

実績 ２５年度実績 ２６

活

年度計画

中心市街地活

性

性化事業費補助 中心市

化

街地活性化事業費補助

推

中心市街地活性化事業

進

費補助 中心市街地活性

団

化事業費補助
・中心市

体

街地活性化検討事業 ・

支

中心市街地活性化委員

援

会 ・中心市街地活性化

事

委員会 ・中心市街地活

業

性化委員会
・ワークシ

担

ョップ運営 　運営他（

当

刈谷商工会議所） 　運

課

営他（刈谷商工会議所

ま

） 　運営他（刈谷商工

ち

会議所）
・刈谷駅前賑

づ

わい創出事業 ・ワーク

く

ショップ運営他 ・ワー

り

クショップ運営他 ・ワ

推

ークショップ運営他
・

進

ふれあいセミナー 　（

課

刈谷駅前商店街、ＮＰ

款

Ｏ 　（刈谷駅前商店街

項

、ＮＰＯ 　（刈谷駅前

目

商店街）
　　法人かた

担

～ら） 　　法人かた～

当

ら） ・刈谷駅北口広場

係

花植
・刈谷駅北口広場

ま

花植 ・刈谷駅北口広場

ち

花植 （いきいき刈谷友

な

の会）
（いきいき刈谷

か

友の会） （いきいき刈

活

谷友の会）

　中心市街



100 ― 100 ― ―
指標

指標
各市町により修正頻度や内容は異なる。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 8,274 0 合計 8,274,000 円
委託料 8,274,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 8,274 0

職員人件費　② 0 0 2,104 0

総事業費（①＋②） 0 0 10,378 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

６

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 計画推進

基本

　

施策 情報共有
施策体系

刈

施策の内容 情報の公開

谷

と管理

目
　
　
　
的

都市

市

計画法第14条に基づ

事

き都市計画の表示に

主

務

た
る
内
容

都市計画基本

事

図の作成
使用する都市

業

計画基本図を最新の情

評

報にする 都市計画図、

価

白図、字図の作成
ため

シ

、定期的な更新や必要

ー

に応じて一部修正 都市

ト

計画縦覧図書の作成
し

（

、最新の都市計画情報

様

の提供を行う。 DMデ

式

ータファイルの作成
販

１

売用DVD-ROMの

）

作成

位
置
づ
け

関連計画

会

刈谷市総合型GIS基

計

本計画

根拠法令 都市計

名

画法

対象者 対象者を限

担

定せず 事業期間 昭和４

当

５年度 ～

実施方法 ■直

部

営　■委託　□指定管

都

理　□補助・助成　□

市

その他

整備部

一般会計
都

Ｂ
　
事
　
業

市

　
実
　
績

２３年度実績

計

２４年度実績 ２５年度

画

実績 ２６年度計画

都市

基

計画基本図の一部修正

本

　 都市計画基本図の更

図

新 　
・交通児童遊園周

作

辺 　 都市計画図、白図

成

、字図の作 　
・市役所

事

周辺 　 成 　
・銀座二丁

業

目開発地区 　 都市計画

担

縦覧図書の作成 　
都市

当

計画図、白図の作成 　

課

　　――――――― Ｄ

ま

Ｍデータファイルの作

ち

成 　　　――――――

づ

―
ＤＭデータファイル

く

の作成 販売用ＤＶＤ-

り

ＲＯＭの作成

最新のデ

推

ータを基に現況と整合

進

させた都市計画基本図

課

に更新することができ

款

た。また、最新の都市

項

計画情報の提供を行う

目

成果 ことができた。

(

担

できたこと)

最新の都

当

市計画情報を維持する

係

ため、計画的な都市計

土

画基本図の更新と公共

地

整備等を把握し必要に

利

応じて都市計画基本図

用

課題
を修正する必要が

計

ある。
(できなか 

 

画

ったこと)

指標名称（

係

単位）
実績値 目標値

２

8

３年度 ２４年度 ２５年

4

度 ２６年度 ２８年度

活

1

動 基本図修正率（％）



性化

Ｃ

係

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

8

単位：千円
２３年度 ２

4

４年度 ２５年度 ２６年

1

度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 14,190 0 合計 14,190,000 円
報償費 120,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 14,190 0 委託料 14,070,000 円

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 0 1,052 0

総事業費（①＋②） 0 0 15,242 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 緊急雇用創出事業基金事業

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　

６

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

　

計画推進

基本施策 参加

刈

・協働
施策体系

施策の

谷

内容 市民活動の推進

目

市

　
　
　
的

　中心市街地

事

活性化のため、自律的

務

なまちづ

主
た
る
内
容

○

事

緊急雇用創出事業によ

業

る業務委託
くり組織の

評

整備・活性化を図る。

価

　・まちづくり事業戦

シ

略プラン策定業務
　・

ー

まちづくり人材育成業

ト

務
　・産学官連携強化

（

業務

位
置
づ
け

関連計画

様

中心市街地活性化基本

式

計画

根拠法令 中心市街

１

地の活性化に関する法

）

律

対象者 特定非営利活

会

動法人まちづくりかり

計

や 事業期間 平成２５年

名

度 ～ 平成２５年度

実施

担

方法 □直営　■委託　

当

□指定管理　■補助・

部

助成　□その他

都市整備部

一般会

Ｂ

計

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

中

年度実績 ２４年度実績

心

２５年度実績 ２６年度

市

計画

　 　 ・事業戦略プ

街

ラン策定方法書 　
　 　

地

を作成した。 　
　 　 ・

ま

先進地研修、実務研修

ち

によ 　
　 　 り、まちづ

づ

くりを担う人材の 　
　

く

　　――――――― 　

り

　　――――――― 育

戦

成を行った。 　　　―

略

――――――
・愛知教

策

育大学との連携によ
り

定

、食育啓発カレーを製

事

作し
た。

　持続的なま

業

ちづくり活動を推進す

担

るため、中心市街地の

当

まちづくり活動を担う

課

新たな人材を育成する

ま

ことができた。

成果

(

ち

できたこと)

　
課題

(

づ

できなか 

 ったこと

く

)

指標名称（単位）
実

り

績値 目標値

２３年度 ２

推

４年度 ２５年度 ２６年

進

度 ２８年度

成果 人材育

課

成の成果による継続雇

款

用者（人） ― ― 5 ― ―

項

指標

指標
　各市町によ

目

り、まちづくり組織へ

担

の支援体制は異なる。

当

他市との
比較検証

係 まちなか活



題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 参加申込者数（人） 67 69 39 60 60
指標
成果 講座参加者満足度（％） 78.4 73.7 87.1 80.0 80
指標

 刈谷市独自の事業である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,749 1,674 1,613 2,083 合計 1,613,451 円
旅費 18,440 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 1,595,011 円

一般財源 1,749 1,674 1,613 2,083

職員人件費　② 2,154 2,122 2,104 2,198

総事業費（①＋②） 3,903 3,796 3,717 4,281

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 都市環

度

境

基本施策 市街地・住

　

環境
施策体系

施策の内

刈

容 まちなみ・景観の充

谷

実

目
　
　
　
的

刈谷市の

市

美しい景観創出に繋げ

事

るために都市

主
た
る
内

務

容

・「かりや景観づく

事

り講座」の開催
景観に

業

対する市民意識の高揚

評

を図り、市民の ・「か

価

りや景観れぽーと」の

シ

発行
手による都市景観

ー

づくりを推進する。

位

ト

置
づ
け

関連計画 都市景

（

観基本計画、都市計画

様

マスタープラン

根拠法

式

令 景観法

対象者 市民 事

１

業期間 平成４年度 ～

実

）

施方法 ■直営　■委託

会

　□指定管理　□補助

計

・助成　□その他

名 担当部 都市整備部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

一

３年度実績 ２４年度実

般

績 ２５年度実績 ２６年

会

度計画

・かりや景観づ

計

くり講座の開 ・かりや

都

景観づくり講座の開 ・

市

かりや景観づくり講座

景

の開 ・かりや景観づく

観

り講座の開
催 催 催 催
開

推

催日　Ｈ23.11.

進

12 開催日　Ｈ24.

事

11.17 開催日　Ｈ

業

25.11.16 開催

担

日　Ｈ26.11月頃

当

場所　各務原市、美濃

課

市 場所　近江八幡市 場

ま

所  可児市、多治見

ち

市 場所  未定
内容　

づ

景観の見方 内容　景観

く

の見方 内容　住民主体

り

の景観まちづ 内容　未

推

定
参加者数　37人 参

進

加者数　39人 くり 参

課

加者数　未定　
・かり

款

や景観れぽーとの発行

項

・かりや景観れぽーと

目

の発行 参加者数　39

担

人　 ・かりや景観れぽ

当

ーとの発行
Ａ3サイズ

係

2つ折、カラー、　 Ａ

総

3サイズ2つ折、カラ

務

ー、　 ・かりや景観れ

係

ぽーとの発行 Ａ3サイ

8

ズ2つ折、カラー、　

4

全戸配布 全戸配布 Ａ3

1

サイズ2つ折、カラー、　 全戸配布
全戸配布

・景観講座の開催及び景観れぽーとの発行により、市民の景観に対する意識の高揚の一助とすることができた。

成果

(できたこと)

課


